	整理番号
	


特色ある共同研究拠点の整備の推進事業 ～スタートアップ支援～　申請書
	大学名
	

	申請者
	氏名
	
	役職名
	

	
	本部所在地
	〒



	共同利用・共同研究拠点の名称
	※　例：○○○○○拠点

	申請施設等の名称
	※　共同利用・共同研究拠点となる研究施設等の名称を記入

	研究分野
	※　共同利用・共同研究拠点の研究分野を記入

	共同研究拠点の代表者
	フリガナ
	
	生年月日
	昭和  年  月  日（  歳）

※平成26年4月1日現在の年齢

	
	氏名
	
	

	
	所属部署
	
	役職名
	

	
	所在地
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	
	

	※ 事業計画について、全体計画及び平成２６～２８年度の各年度における事業計画の概要と経費の見込みについて記入。
（１）事業の全体計画について
　
　※ 事業計画が拠点としてスタートアップするための環境や体制整備にどのように関連するかについて記入。
※ 整備される設備備品及び公募研究のコーディネーターや事務補助員等の果たす役割について記入。
※ 学術資料やデータベース、研究設備の整備計画について記入。
※ 共同利用・共同研究課題の実施計画について記入。
　※ 学内予算による人件費負担や学内施設の提供等大学としての自助努力（計画を含む）について記入。
　※ ネットワーク型拠点の場合は、上記の項目全てについて拠点全体及び構成機関別の計画を記入。


	（２）各年度の事業計画について

【平成２６年度】

※ 計画の概要と併せて事業ごとの予算額（費目ごとの見込み額については別紙）も記入。
人件費　　　（　　百万円）

事業推進費等（　　百万円）

設備備品費　（　　百万円）

　※ 事業計画が拠点としてのスタートアップのための環境や体制整備にどのように関連するかについて記入。
※ 整備される設備備品及び公募研究のコーディネーターや事務補助員等の果たす役割について記入。
※ 学術資料やデータベース、研究設備の整備計画について記入。
※ 共同利用・共同研究課題の実施計画について記入。
　※ ネットワーク型拠点の場合は、上記の項目全てについて拠点全体及び構成機関別の計画を記入。


	【平成２７年度】

※ 計画の概要と併せて事業ごとの予算額（費目ごとの見込み額については別紙）も記入

人件費　　　（　　百万円）

事業推進費等（　　百万円）

設備備品費　（　　百万円）

　※ 事業計画が拠点としてのスタートアップのための環境や体制整備にどのように関連するかについて記入。
※ 整備される設備備品及び公募研究のコーディネーターや事務補助員等の果たす役割について記入。
※ 学術資料やデータベース、研究設備の整備計画について記入。
※ 共同利用・共同研究課題の実施計画について記入。
　※ ネットワーク型拠点の場合は、上記の項目全てについて拠点全体及び構成機関別の計画を記入。


	【平成２８年度】

※ 計画の概要と併せて事業ごとの予算額（費目ごとの見込み額については別紙）も記入

人件費　　　（　　百万円）

事業推進費等（　　百万円）

設備備品費　（　　百万円）

　※ 事業計画が拠点としてのスタートアップのための環境や体制整備にどのように関連するかについて記入。
※ 整備される設備備品及び公募研究のコーディネーターや事務補助員等の果たす役割について記入。
※ 学術資料やデータベース、研究設備の整備計画について記入。
※ 共同利用・共同研究課題の実施計画について記入。
　※ ネットワーク型拠点の場合は、上記の項目全てについて拠点全体及び構成機関別の計画を記入。


	（３）事業期間終了後の計画について
※ 事業期間終了後の拠点としての推進方策について記入。


	事務担当責任者
	フリガナ
	
	所属部署

役職名
	

	
	氏名
	
	
	

	
	所在地

	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


（別紙）
所要経費の見込み額

○事業期間「平成26年度～平成28年度」

　（単位：千円）

	経費の内容
	年　　　　度
	総　額

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	

	1.人件費

（社会保険料等事業主負担分含む）

業務担当職員

補助者
	
	
	
	

	2.事業推進費等
消耗品費

国内旅費

外国旅費

外国人招へい等旅費

諸謝金

会議開催費

通信運搬費

印刷製本費

借損料

雑役務費


	
	
	
	

	3.設備備品費
	
	
	
	

	申　　請　　額
	
	
	
	

	学　内　負　担
	
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	
	


（注）
※ 金額は千円単位で記入。

※ 申請できる経費は本事業計画の遂行に必要な経費とすること。

※ 平成27，28年度の申請額については、前年度の申請額に対して２０％相当減額すること。
※ 平成27，28年度の交付額については、当該年度の交付内定時に決定する。
※ 学内負担は、拠点としての活動を行うための環境や体制の整備に係る金額を申請額の外数として記載すること。
※ ネットワーク型拠点の場合は、拠点全体及び構成機関別の所要経費を作成すること。なお、構成機関別の所要経費については別葉とすること。
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